
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 １１

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

7,219 294 未把握 － 4 －

子育て支援課長
長澤　孝仁

□ □ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 8,246 295 未把握

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 8,329 296 未把握

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

22,094 13 34,223 3 2 3

子育て支援課長
長澤　孝仁

■ □ （ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 20,774 12 32,994

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 20,656 12 33,197

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

7,219 294 未把握 － 4 －

子育て支援課長
長澤　孝仁

□ □ （ ） （ ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 8,246 295 未把握

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 8,329 296 未把握

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

9 147 100 3 2 3

子育て支援課長
長澤　孝仁

□ □ （ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 10 153 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 10 146 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

4,502 2,935 4,834

4,502 2,987 4,985

2,052 31,115 812 36,031

方向性：今後も施設があって子供たちがいる限り、
安全な生活ができるように維持していく必要があ
る。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

32,004 680 680 30,644 790 32,794

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象 市立保育園施設

公 立 保 育
園数

各 種 設 備
の 改 修 ・
修 繕 ・ 工
事 実 施 件
数

修 繕 ・ 改
修対応率

手段
・

内容

園庭整備・内外壁・床・給排
水・各種設備等の改修・補修
工事を実施する。

38,730 770 40,436

有効性 効率性

評価：公立保育園は、雨漏りをはじめとして施設の
老朽化が原因と思われる不具合箇所が増えている。
施設面についても空調機などかなり経年している物
が多く、どれもいつ壊れてもおかしくない状況であ
る。本来、計画的に整備・補修していくことが望ま
しいが、限られた予算の中では園児の安全という視
点を第一に優先して管理していく必要がある。

39,666 468 468

35,219 2,052

意図
園児の保育の実施に際して安
心・快適なものとなる。

前年度において

示した方向性

11-01-04

子育て支援課
保育・幼稚園係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

児童福祉法、東久留米市立保育園条例

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

公立保育園施設整
備事業

要綱等

給付
事業

□ 該当

要綱等

小平市 東村山市 清瀬市

要綱等

要綱等

意図
正しい食習慣や食事態度を身
につける。

小平市

86,227 165,479 251,706

東村山市

自主的

清瀬市

該当

11-01-03

子育て支援課
施設給付係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

公立保育園給食事
業

給付
事業

□

対象 公立保育園児

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「市立保育園の民営
化・委託化の推進」児童福祉法

67,410 67,410 151,664 219,074

有効性 効率性 達成度

□ 該当

給 食 実 施
日数

保 育 園 を
利 用 し て
い る 保 護
者 の 給 食
に 対 す る
満足度

前年度において

示した方向性
アウトソー
シング

28年度以降
方向性

評価：公立保育園給食調理業務の民間委託は、みな
み保育園、はちまん保育園の２園において平成１７
年度中に開始している。みなみ保育園は２５年度末
をもって閉園したため、２６年度は、はちまん保育
園１園が給食委託を行っている。

86,227

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

方向性：今後については、職員の配置基準等を鑑み
ながら、公立保育園の民営化の検討と併せて、給食
調理業務の民間委託化の可能性を検討していく。

努力義務的

89,725

前年度において

示した方向性

14,616

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象
保育園に入所している児童と
その保護者

市 内 認 可
保 育 園 の
入所児数

延 長 保 育
を 実 施 し
た 保 育 園
数（公立3
園 、 公 設
民営3園、
私立6園）

延 長 保 育
を 利 用 し
た 延 べ 児
童数

手段
・

内容

公立保育園7園のうち3園で
18:00～19:00まで1時間の延長
保育を実施。利用料は（2,500
円／月）とスポット利用（500
円／回）公設民営の全ての園と
私立の全ての園で30分～2時間
の延長保育を実施。18:00～
18:30が3園、18:00～19:00が3
園、18:00～20:00が5園。

1,223 15,839

有効性 効率性

評価：次世代育成支援行動計画（後期）では、２２
年度～２６年度の計画期間中、１６園への拡充を目
標にし、２６年度は公立３園、公設民営３園、私立
７園で実施した。保護者の就労形態の多様化や通勤
時間の増加等の保育ニーズに対応するため、延長保
育実施園の拡大を検討をしていく必要がある。しか
しながら、公立保育園での事業開始や充実は人的シ
フトの見直しを伴うため、直ちに取り組むことは困
難である。

13,698

2,921 5,7235,972

1,257

アウトソー
シング

28年度以降
方向性

評価：次世代育成支援行動計画(後期)、民営化実施計画
（再改定版）(再々改定版)に基づき、公立保育園の民営
化を進めてきた。みなみ保育園の民営化については、２
６年度は運営法人と保護者、市との三者による引継連絡
会とともに、民営化園であるわらべみなみ保育園の保育
士等の支援を行ってきた。さいわい保育園の民営化につ
いては、スケジュールを確定し、民営化実施計画（再々
改定版）を策定するとともに、市民説明会や広報紙、保
育所入所のしおり等で周知を図った。

264,560

適正な環境で保育される。

小平市 東村山市

自主的
アウトソーシ

ング

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

247,943

11-01-02

子育て支援課
施設給付係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

児童福祉法、東久留米市延長保育事業費実施要綱

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

方向性：今後、新設私立保育園には実施を依頼し、
公立保育園は民営化を機に延長保育をはじめとする
保育サービスの拡充に取り組んでいく。なお、２７
年度からは、新たに私立保育園２園が延長保育を開
始している。

延長保育事業

要綱等

11-01-01

子育て支援課
施設給付係

根拠
法令
等

補助
事業

公立保育園運営事
業

給付
事業

□

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

13,528

該当

264,560 958,230 1,222,790

義務的

児童福祉法
270,822 270,822

□ 該当

給付
事業

□

東久留米市延長保育事業費実施要綱

12,271

12,474 1,224

247,943 888,755 1,136,698

清瀬市 西東京市 その他（新座市　　  ）

方向性：みなみ保育園については、一定の期間が経
過した後に、運営法人が主体となって行う第三者評
価の受審や保護者アンケート調査により、適切に保
育園を運営しているかの確認とともに保護者意見の
把握に努めていく。さいわい保育園については、保
護者に説明する機会の働きかけとともに、運営法人
の公募等を行っていく。

努力義務的

対象 公立保育園児

公 立 保 育
園6園の延
べ 入 園 児
数 （ 25 年
度までは7
園 、 受 託
児 童 を 含
む。）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

保育園で園児を保育する。毎
月、園児の健康管理のため身
体測定や0歳児健診を実施す
るとともに、誕生会や運動
会、遠足など季節ごとに様々
な行事を実施している。

要綱等

要綱等

意図

財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「保育料の適正化」
「市立保育園の民営
化・委託化の推進」864,487 1,135,309

有効性 効率性 達成度

保 育 園 開
園日数

保 育 指 針
の 達 成 度
（ 心 身 と
も に 健 や
か に 育 っ
て い る と
考 え て い
る 保 護 者
／ 保 護
者）

前年度において

示した方向性

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 11-01子どもの未来と文化をはぐくむまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

保育サービスの充実

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

該当

要綱等

意図
保育園終了後に別の保育施設
に子どもを預ける二重保育を
必要としなくなる。

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

アウトソーシ
ング

89,725 161,132 250,857

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

公 立 保 育
園6園の延
べ 入 園 児
数 （ 受 託
児 童 を 含
む）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

園児に対して、栄養士が作成
した献立に基づき、調理員が
調理した昼食及びおやつを提
供する。

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 １１

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 11-01子どもの未来と文化をはぐくむまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

保育サービスの充実

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

916 12 14 － 3 －

子育て支援課長
長澤　孝仁

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 872 12 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 868 12 2

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

19,175 18,784 99.00 3 2 3

子育て支援課長
長澤　孝仁

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 18,236 17,865 98.01

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 18,128 18,035 98.60

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

16,339 33 未把握 － 2 －

子育て支援課長
長澤　孝仁

□ □ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 12,559 34 未把握

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 12,149 28 未把握

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1,100 17 未把握 － 3 －

子育て支援課長
長澤　孝仁

■ □ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,087 15 未把握

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 862 13 未把握

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

40,595

50,752

1,951 107,307

認証保育所運営支
援事業

要綱等

105,356 52,678

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図 適正な環境で保育される。

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

81,190

前年度において

示した方向性

その他（　　　　　　　  ）

方向性：子ども子育て支援新制度において、認証保
育所は引き続き認可外施設の位置づけとなったた
め、事業者としては小規模保育所や認可保育所に移
行していきたいとの考えを持っており、その点を踏
まえると今後は縮小方向となる。なお、認可外保育
施設保護者助成制度については、現在子ども子育て
会議に諮問し、検討いただいているところである。

東久留米市認証保育所運営費補助金交付要綱

拡大
28年度以降

方向性
縮小

達成度

対象 認証保育所在園児

認 証 保 育
所 入 所 者
数 （ 延
べ）

管 内 ＋ 管
外 認 証 保
育 所 数
（ 市 内 児
童 を 受 託
し た 市 外
の 保 育
所）

保 育 指 針
の 達 成 度
（ 心 身 と
も に 健 や
か に 育 っ
て い る と
考 え て い
る 保 護 者
の 数 ／ 保
護者数）

手段
・

内容

東京都認証保育所事業実施要
綱に基づく認証保育所（Ａ型
及びＢ型の施設）に市内の乳
幼児が在籍した場合、年齢区
分に応じた単価により計算し
た運営費補助金を交付する。

有効性 効率性

評価：喫緊の課題である待機児童解消と多様な保育
サービスの拡充を図るため、認証保育所の果たす役
割は大きいが、年度当初は利用者数が比較的少ない
傾向にある。市ホームページ上に受入れ可能人数の
表示を行うなどして、認証保育所の利用を促進して
いるが、認可保育園の保育料と認可外保育施設の利
用料との間に格差があることが、認可保育園利用志
向の大きな要因となっていると考えられる。

40,595 1,900 83,090

52,678

1,883 108,539106,656

202,842 274,308

55,904

11-01-07

子育て支援課
施設給付係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

私立保育園運営支
援事業

給付
事業

□

前年度において

示した方向性

11-01-08

子育て支援課
施設給付係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市認証保育所運営費補助金交付要綱

補助
事業

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

対象
保育園に入所している児童と
その保護者

西東京市

□ 該当 保 育 所 運
営 費 を 交
付 し て い
る 保 育 園
数

7,254 1,633,836

1,558,837

現状維持
28年度以降

方向性

評価：国や都の負担金、補助金に併せて、旧都加算
分や生乳費・給食費分を加算している。平成27年4
月から子ども子育て支援新制度が始まり、消費税増
税の一部を子育て支援の量の確保と質の向上に充て
ることになり、保育の質改善分として様々な加算等
が保育運営支援費（公定価格）に創設された。

児童福祉法、東久留米市保育園運営費支弁要綱

清瀬市

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市

毎月、保育園からの請求によ
り保育運営費を支出する。地
域区分、児童年齢、各園の定
員数など国基準の単価が細か
く定められており、児童数、
職員数に応じた金額を支払
う。それ以外に都が独自に定
めた各種保育サービスに対す
る補助。

要綱等

要綱等

意図 適正な環境で保育される

小平市

拡大

1,823,575 898,089 449,045 221,733 254,707 7,000 1,830,575

1,551,773 716,415 358,208

397,705

7,064

方向性：保育サービスにおける待機児童解消に向け
た取り組みとともに、保育の質の向上を図るため、
本事業について拡大していく考えである。

方向性：保育料徴収に関しては、これまで様々な方
法で行ってきているが、２カ月分以上滞納のある保
護者の多くは電話連絡もままならない。連絡がつく
場合には家庭の事情等を聞きとりながら滞納額が増
えないように納付につなげており、今後もこまめに
連絡を取っていく。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

696 696 1,235 1,931

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

有効性 効率性 達成度

その他（　　　　　　　  ）

管 外 受 託
児 童 を 除
いた私立8
園 、 公 設
民営3園の
入 所 児 童
数 ＋ 管 外
委 託 児 童
数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

196,382 237,086

努力義務的

615 1,268 1,883

保育料徴収事務

要綱等

615

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
適正な手続きによって通知さ
れ、保護者により納入され
る。

小平市 東村山市 清瀬市

保 育 指 針
の 達 成 度
（ 心 身 と
も に 健 や
か に 育 っ
て い る と
考 え て い
る 保 護 者
／ 保 護
者）

給付
事業

□

対象 認可保育所(公立・私立）

東村山市

自主的

東村山市

自主的

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象 認可保育園保育料

保 育 料 賦
課人数(現
年 ： 年 間
延 数 → Ｂ
2.C.D 階
層）

年 間 納 入
件 数 （ 現
年 ・ 過 年
度）

現 年 度 徴
収率

手段
・

内容

利用者から提出された税資料
(所得税額・市民税額）を基
に階層を認定する。市保育料
徴収基準額により保育料(月
額）を算定し、決定通知書を
発送する。

624 1,539 2,163

有効性 効率性

評価：保育料徴収・滞納整理の年間計画に基づき、
現年度の収納率向上を図るために、口座振替を促進
するとともに園長を通じての納付督促を行った。滞
納整理については、通知や電話での督促を実施する
とともに、納付が困難な場合には相談の機会を持ち
かけ、場合によっては財産調査による差し押さえも
実施している。

624

1,626,582 795,409

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

保護者から希望保育園の入所
申し込みを受けて、申請書、
添付書類等を審査して保育に
欠ける要件を精査する。要綱等

要綱等

意図
保育の実施が適正になされ
る。

小平市

前年度において

示した方向性

11-01-06

子育て支援課
保育・幼稚園係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

児童福祉法、東久留米市児童保育運営費徴収条例

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

11-01-05

子育て支援課
保育・幼稚園係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

保育園入所事務

□ 該当

入 所 会 議
実施回数

決 定 に 対
す る 異 議
申 し 立 て
件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：27年4月の子ども子育て支援新制度の施行に
際して、入所選考方法についても国から一定のルー
ルが示された。これまでの当市の入所選考方法や選
考資料も大幅に変わったため、準備や選考にこれま
で以上に時間と労力を要することとなった。

1,268

児童福祉法、東久留米市保育の実施に関する条例
2,285 2,285 18,032 20,317

清瀬市

該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,342 1,342 18,513 19,855

西東京市

1,268 19,013 20,281

現状維持

方向性：27年4月の入所選考から新制度に対応する
選考方法となり、選考資料の作成から選考そのもの
に大幅に時間がかかった。正確性を第一優先にしつ
つも毎月の選考を重ねるにつれて、効率性を上げる
方法に改善していく必要がある。

努力義務的

有効性 効率性 達成度

その他（　　　　　　　  ）

入 所 児 童
申 し 込 み
数

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 １１

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 11-01子どもの未来と文化をはぐくむまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

保育サービスの充実

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

1 2,665 未実施 － 1 －

子育て支援課長
長澤　孝仁

■ □ （ ） （ ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1 45 未実施

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1 24 未実施

近隣市
状況

□ ■ □ □ □ （ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

9 416 43 3 2 3

子育て支援課長
長澤　孝仁

■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 8 386 41

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 8 355 48

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

838 815 97 3 3 3

児童青少年課長
相川　浩一

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 784 784 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 854 854 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

20 30 150 5 2 3

児童青少年課長
相川　浩一

□ □ （ 箇 所 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 20 22 110

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 箇 所 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 20 37 185

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 箇 所 ） （ 件 ） （ ％ ）

11-01-12

児童青少年課
児童青少年係

根拠
法令
等

補助
事業

学童保育所管理事
業

給付
事業

□

子ども・子育て支援法、児童福祉法、学童保育所設置条例、
東久留米市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

7,870 13,107 20,977

有効性

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

・施設の保守点検
・施設の修繕
・施設の増改築□ 該当

修 繕 ・ 改
築 実 施 件
数

□

□ 該当

義務的

東村山市

要綱等

入 所 申 請
児童数

13,056

努力義務的

39,935

自主的

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

6,121

該当

小平市

手段
・

内容

清瀬市

138,09752,550 39,310

143,580

140,491

56,444 41,930

53,702

要綱等

要綱等

意図
学童児童が安全・快適に施設
を利用できる環境を整える。

小平市

現状維持

効率性 達成度

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：所舎を維持管理していくための修繕や、災害
時・不審者等における非難路の確保などにより安全
で快適な環境設備を施す必要がある。

根拠
法令
等 子ども・子育て支援法、児童福祉法、学童保育所設置条例、

東久留米市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

入 所 児 童
数

入所率

放課後に適切な監護が受けら
れない児童

放課後に適切な監護が受けら
れない児童に適切で安全な環
境を与える。

放課後、児童に適切に安全な
環境を与えることにより、就
労している保護者の子育て支
援に繋がる。

西東京市

244,112

10,023 251,977

9,881 239,838

9,984

財政健全経営計画実
行プラン
「学童保育所使用料
の適正化」

方向性：平成２７年４月から子ども・子育て支援新
制度がスタートし、対象年齢が小学３年生→６年生
に拡大した。新制度スタートに伴い、平成２７年度
当初の利用者数は昨年と比較し、増加している。利
用者数の増加に伴い、適正な人員配置を行わなけれ
ばならず、人件費等の増大が見込まれる。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

拡大
28年度以降

方向性
拡大

評価：学童保育所に勤務する児童厚生指導員に対す
る研修等により資質の向上と適正な人員配置に努め
る必要性がある。

234,128

229,957

241,954

796

方向性：対象年齢が小学３年生→６年生に拡大した
ことに伴い、小学校の余裕教室等を活用して利用者
数の増加に対応していく。そのための設備費等の増
大が見込まれる。

学童保育所(クラブ）施設

施設数

行政補完的(改正実施年度　　年度)

義務的

修 繕 ・ 改
修率

5,037 5,037

東村山市

努力義務的

対象

18,093

12,922 19,043

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

99

給付
事業

補助
事業

東久留米市定期利用保育事業運営費補助金交付要綱

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

630 315 315 97 727

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

6,820 5,771 95 12,686

有効性

努力義務的

小平市

自主的

清瀬市

該当

手段
・

内容

東京都及び市の定める補助要
綱に基づき、保育室に対し
て、市内の0歳から2歳の児童
を持つ保護者が、就労、疾病
等のため家庭で保育できない
とき、管内施設及び管外施設
に市内児童が入所した場合に
補助支援をする。

11-01-09

子育て支援課
施設給付係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

保育室運営支援事
業

給付
事業

□

達成度

■ 該当

保 育 室 入
所 児 数
（延べ）

保 育 指 針
の 達 成 度
（ 心 身 と
も に 健 や
か に 育 っ
て い る と
考 え て い
る 保 護 者
の 数 ／ 保
護者数）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：当該事業の対象であるたんぽぽ保育室は、小
規模保育施設へ移行するまでの間、保育室運営費補
助を受けながら「定期利用保育事業」を実施してい
く意向である。

697

対象 保育室在園児

補 助 対 象
となる
保育室数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

縮小

348 349

効率性

要綱等

要綱等

意図 適正な環境で保育される。

12,591

東村山市

方向性：子ども子育て支援新制度において、認証保
育所は引き続き認可外施設の位置づけとなったた
め、事業者としては小規模保育所に移行していきた
いとの考えを持っており、その点を踏まえると今後
は縮小方向となる。なお、認可外保育施設保護者助
成制度については、現在子ども子育て会議に諮問
し、検討いただいているところである。

東久留米市定期利用保育事業運営費補助金交付要綱

家庭福祉員制度運営費補助金交付要綱
48,253 22,297 25,956 1,797 50,050

有効性 効率性 達成度

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象
就労や疾病等により家庭で保
育ができない児童を持つ保護
者

手段
・

内容

保護者が就労、疾病等のため
家庭で保育できない0歳から2
歳までの児童を保育する家庭
福祉員に対して、都費補助要
綱及び市補助要綱により補助
を行う。

評価：次世代育成支援行動計画(後期）では、待機
児解消の取り組みとして、各年度１名ずつの家庭福
祉員増員を掲げているが、新規に開園する家庭福祉
員がいる一方、閉園する家庭福祉員もおり、目標を
達成するのは難しい状況である。

家庭福祉員制度運営費補助金交付要綱

補助
事業

家庭福祉員運営支
援事業

要綱等

44,398 22,199 22,199 1,864 46,262

給付
事業

□ 該当

要綱等

11-01-10

方向性：今後は、待機児童の大半を占める０～2歳
児を受け入れられる施設として、小規模保育施設と
ともに拡大していく。

小平市 東村山市 清瀬市

家 庭 福 祉
員数

家 庭 福 祉
員 利 用 児
童 数 （ 延
べ）

利 用 保 護
者数

前年度において

示した方向性
拡大

28年度以降
方向性

拡大
子育て支援課
施設給付係

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

39,360 19,680 19,680 1,816 41,176

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図
保育園における集団保育とは
異なるサービスを選択でき
る。

6,121

7,870

11-01-11

行政補完的(改正実施年度　　年度)

対象

意図その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

該当

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的
児童青少年課
児童青少年係

学童保育所運営事
業

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 １１

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 11-01子どもの未来と文化をはぐくむまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

保育サービスの充実

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

8 1,600 1,732 3 3 3

子育て支援課長
長澤　孝仁

■ □ （ 園 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

■ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 8 1,600 1,671

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 園 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 8 1,600 1,585

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 園 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2,083 42,769 68.4 2 2 2

子育て支援課長
長澤　孝仁

■ □
（ 月 ・
人 ）

（ 千 円 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）■ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 1,765 36,619 85.5

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　）
（ 月 ・
人 ）

（ 千 円 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 1,199 24,399 94.4

近隣市
状況

□ □ □ □ □
（ 月 ・
人 ）

（ 千 円 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

12 12 27 5 2 3

子育て支援課長
長澤　孝仁

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 12 5 12

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

0 6 0 － 3 －

学務課長
傳　智則

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 0 6 4

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 0 51 2

近隣市
状況

□ □ □ □ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

11-01-13

子育て支援課
施設給付係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
市私立幼稚園連合会
市内私立幼稚園

補助
事業 手段

・
内容

市私立幼稚園連合会への補
助。
市内私立幼稚園設置認可及び
都からの調査依頼、回答にか
かわる事務。

3,392 4,992

有効性 効率性

■

小平市 東村山市 清瀬市

市 内 私 立
幼稚園数

私 立 幼 稚
園 連 合 会
補助金額

市 内 幼 稚
園
合 計 園 児
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

東久留米市私立幼稚園連合会補助金交付要綱
1,600 1,600

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,600 1,600 3,643 5,243

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：平成17年度に、補助金額を１園当たり30万円
から20万円に減額した。また、同じく幼稚園の振興
に係るものとして国・都からの通知や調査への対応
などが、市職員の人件費に含まれるところである。
なお、各市とも、補助金の支出費目は多少異なる
が、幼稚園及び幼稚園団体に補助金を支出してい
る。

方向性：既存の幼稚園が、子ども・子育て支援新制
度における施設給付を受ける幼稚園へ移行するため
の相談、調整、支援等を図りながら、その動向を注
視していきたい。

達成度

私立幼稚園振興事
業

要綱等

1,600 1,600 3,514 5,114

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

補助金の交付により、連合会
の円滑な活動と教職員の資質
向上及び園児等の保健管理に
よる幼児教育の振興充実を図
るとともに、国・都と各幼稚
園との円滑な情報交換・調査
回答を行う。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

東久留米市私立幼稚園連合会補助金交付要綱

東京都認定こども園運営費等補助金交付要綱
東久留米市認定こども園運営費等に係る補助金交付要綱

42,769 21,620 21,149 1,412 44,181

有効性 効率性 達成度

■ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象 認定こども園設置者

手段
・

内容

認定こども園設置者に対し
て、補助金を交付する。

評価：国の次世代育成政策として、既設幼稚園・保
育園の認定こども園への移行を進めるところであ
り、２６年度は幼保連携型認定こども園が1園市内
にある。

東京都認定こども園運営費等補助金交付要綱・東久
留米市認定こども園運営費等に係る補助金交付要綱

補助
事業

11-01-15

子育て支援課
子ども政策担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
東久留米市子ども・子育て会
議

補助
事業 手段

・
内容

　市長の諮問を受けて会議を開催し、
運営する。26年10月に特定教育・保育
施設の利用定員の設定等に対する意見
を求める旨の諮問を受け、同内容に関
わる事項について審議し、27年3月に
市長へ答申を行った。また、27年2月
に特定教育・保育施設及び特定地域型
保育事業の利用に係る利用者負担の適
正なあり方等に対する諮問を受けたの
で、27年度中に市長へ答申を行うため
同内容に関わる事項について審議して
いる。

10,694 14,946

有効性 効率性

□

認定こども園運営
費等補助事業

要綱等

36,619 18,310 18,309 1,464 38,083

給付
事業

□ 該当

要綱等

11-01-14

小平市 東村山市 清瀬市

子 ど も ・
子 育 て 会
議委員

会 議 開 催
回数

会 議 に お
け る 議 題
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

子ども・子育て支援法、 東久留米市子ども・子育て会議条例
4,252 4,252

方向性：今後は、子ども・子育て支援新制度におけ
る私立幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行に
係る国の政策的誘導策等を注視していくが、本事業
については、新制度において認定こども園に対する
施設給付費が創設されたことから、２６年度末を
もって廃止となった。小平市 東村山市 清瀬市

児 童 数
（ 月 ・ 延
べ人数）

補助金額

実児童数/
定員数
（ 市 内 認
定 こ ど も
園）

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

廃止(完了･統
合含む)子育て支援課

施設給付係

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

評価：平成26年度は、前年度に行われた子ども・子
育て支援のニーズ調査結果に伴う「量の見込み」に
対する「確保方策」その他、「子ども・子育て支援
新制度」を見据えた事業計画の内容について議論・
検討をし、『市子ども・子育て支援事業計画』を策
定をした。また、上記計画を含め、4件について諮
問に対する答申を行った。

方向性：平成27年度は『市子ども・子育て支援事業
計画』に基づき、市の子ども・子育てを取り巻く環
境の整備、市民のニーズに合った支援提供体制の確
保、支援の取り組みの一層の促進などを実現するた
め、より具体的に議論・検討を行う予定である。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

24,399 12,057 12,342 1,438 25,837

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

達成度

意図
就学前のこどもに関する教
育、保育の総合的な提供の推
進を図る。

東久留米市子ど
も・子育て会議運
営等事業

要綱等

3,170 1,719 1,451 10,736 13,906

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図

　市長の諮問事項について、子ども・
子育て支援事業を利用する保護者、子
ども・子育て支援事業者、学識経験
者、子ども・子育て支援事業に関わる
行政機関職員及び公募市民からなる委
員の議論を取りまとめ、答申するため
の会議を開催する。

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

現状維持

評価：平成24年度債権放棄を実施。受益者負担の原
則遵守のため現状維持が望ましい。

効率性 達成度

11-01-16

学務課
学事係

公立幼稚園保育料
等徴収事務

清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

2

現状維持
28年度以降

方向性

該当

1

2

2

自主的

小平市

該当

義務的

2

方向性：受益者負担の原則遵守のため、引き続き保
護者に対して保育料の徴収事務及び督促・催告事務
を行う。

前年度において

示した方向性

有効性

51

49 51

494 496

501

根拠
法令
等 東久留米市立幼稚園に関する条例（平成21年3月31日限り廃止）

在 園 し て
い る 園 児
数

① 納 付 書
発 行 枚 数
② 督 促 ・
催 告 状 発
送数

期 日 ま で
に 完 納 さ
れる

市立幼稚園在籍児の保育料等

市立幼稚園に在園していた幼
児の保護者に対して保育料の
徴収事務及び督促・催告事務
を行う。

保育料の完納

給付
事業

補助
事業

□

□

努力義務的

手段
・

内容

東村山市

対象

意図

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


